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(57)【要約】
【課題】圧電素子の分極特性の劣化に対して好適なタイ
ミングで対処することが可能な超音波診断装置及び超音
波プローブを提供することである。
【解決手段】実施形態に係る超音波診断装置は、超音波
プローブと、記憶部と、検出部と、出力部とを有する。
超音波プローブは、圧電素子を含み、超音波を送信し被
検体からの反射波を受信して受信信号を生成する。この
超音波診断装置は、この受信信号に基づいて被検体内の
画像を生成する。記憶部は、圧電素子の脱分極の程度に
伴い変化する物理量の閾値をあらかじめ記憶する。検出
部は、超音波プローブにおけるこの物理量を検出する。
出力部は、この物理量の検出結果と、記憶部に記憶され
た閾値との比較結果に基づいて所定の情報を出力する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧電素子を含み、超音波を送信し被検体からの反射波を受信して受信信号を生成する超
音波プローブを有し、前記受信信号に基づいて被検体内の画像を生成する超音波診断装置
であって、
　前記圧電素子の脱分極の程度に伴い変化する物理量の閾値をあらかじめ記憶する記憶部
と、
　前記超音波プローブにおける前記物理量を検出する検出部と、
　前記物理量の検出結果と前記閾値との比較結果に基づいて所定の情報を出力する出力部
と、
　を備えることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　前記物理量は、前記受信信号の電圧値又は電流値であり、
　前記検出部は、前記超音波プローブにより生成された前記受信信号の電圧値又は電流値
を検出する検出回路を含み、
　前記出力部は、前記検出回路により検出された電圧値又は電流値が前記閾値以下である
か判定する判定部を含み、前記判定部により前記閾値以下であると判定された場合に前記
所定の情報を出力する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項３】
　前記超音波プローブは、前記圧電素子を挟んで配置された電極対を含み、
　前記物理量は、前記電極対の温度であり、
　前記検出部は、前記電極対の温度を検出する温度センサを含む、
　前記出力部は、前記温度センサにより検出された温度が前記閾値以上であるか判定する
判定部を含み、前記判定部により前記閾値以上であると判定された場合に前記所定の情報
を出力する、
　ことを特徴とする請求項１に記載の超音波診断装置。
【請求項４】
　前記出力部は、表示部と、前記物理量の検出結果と前記閾値との比較結果に基づいて、
前記所定の情報としてのメッセージ情報を前記表示部に表示させる制御部とを含む、
　ことを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項５】
　前記出力部は、ネットワークを通じて情報を送信可能な送信部と、前記物理量の検出結
果と前記閾値との比較結果に基づき前記送信部を制御することで、前記所定の情報として
の通信情報を前記ネットワークを通じて送信させる制御部とを含む、
　ことを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項６】
　前記圧電素子を再分極化するための高電圧を前記電極対に印加する高電圧印加部を更に
備え、
　前記出力部は、前記物理量の検出結果と前記閾値との比較結果に基づいて、前記所定の
情報としての制御情報を前記高電圧印加部に送信することで、前記電極対に高電圧を印加
させる制御部を含む、
　ことを特徴とする請求項１～請求項３のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項７】
　前記超音波プローブの累積使用時間を記録する記録部を更に有し、
　前記検出部は、前記累積使用時間が所定時間に達したことに対応して前記物理量の検出
を行う、
　ことを特徴とする請求項１～請求項６のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項８】
　前記閾値は、未使用状態における前記超音波プローブについての前記物理量に基づき設
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定される、
　ことを特徴とする請求項１～請求項７のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項９】
　前記検出部により前記物理量が検出される度に、当該検出が行われたタイミングを示す
タイミング情報と、当該検出結果とを対応付けて記録する検出履歴記録部を更に備える、
　ことを特徴とする請求項１～請求項８のいずれか一項に記載の超音波診断装置。
【請求項１０】
　前記超音波プローブの識別情報を受け付ける受付部を更に備え、
　前記検出履歴記録部は、前記識別情報ごとに前記タイミング情報及び前記検出結果を記
録する、
　ことを特徴とする請求項９に記載の超音波診断装置。
【請求項１１】
　圧電素子を含み、超音波を送受信可能な超音波プローブであって、
　前記圧電素子の脱分極の程度に伴い変化する物理量を検出可能な検出部を備える、
　ことを特徴とする超音波プローブ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明の実施形態は超音波診断装置及び超音波プローブに関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置は、超音波プローブを用いて被検体内に超音波を送信してその反射波を
受信することにより、被検体の生体情報を取得するものである。
【０００３】
　超音波プローブは、超音波を送信及び受信する複数の超音波振動子を有する。各超音波
振動子は、圧電素子と、これを挟む一対の電極とを含んで構成される。これら電極の間に
電圧を印加することで、超音波振動子は超音波を発生する。また、超音波振動子は、被検
体内からの反射波を受信して、電気信号としての受信信号を出力する。超音波診断装置は
、このようにして得られた受信信号に対して増幅処理、遅延加算処理、画像処理等を施す
ことにより、被検体内の形態や機能を表す画像を生成する。
【０００４】
　近年、超音波診断装置においては、診断モードの種類の増加や、画像の高精細化が進行
している。これに伴い、様々な種類の超音波プローブが用いられるようになってきている
。このような状況の下、次のような問題が指摘されている。
【０００５】
　すなわち、超音波プローブを長期間にわたり使用すると、圧電素子に脱分極が発生する
。そうすると、超音波プローブの音響特性が悪化して画質が劣化する。また、装置の使用
方法によっても脱分極の進行度合いは異なってくる。たとえばＣＷモード（Ｃｏｎｔｉｎ
ｕｏｕｓ　Ｗａｖｅ：連続波モード）を使用する場合や、振幅の大きい超音波を送受信す
る場合、あるいは被検体内の深度の深い位置にフォーカスを設定して超音波を送受信する
場合には、そうでない場合と比較して脱分極が早く進行する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４－２３００３３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　このように、圧電素子の分極特性の劣化は、超音波診断装置の極めて重要な性能、つま
り画質に悪影響を及ぼすものである。しかし、従来の技術では、超音波プローブ中の圧電
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素子の分極特性の劣化がどの程度進行しているか知ることができなかったため、この問題
に対して好適なタイミングで対処することは困難であった。
【０００８】
　本発明が解決しようとする課題は、圧電素子の分極特性の劣化に対して好適なタイミン
グで対処することを可能にする超音波診断装置及び超音波プローブを提供することである
。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブと、記憶部と、検出部と、出力部と
を有する。超音波プローブは、圧電素子を含み、超音波を送信し被検体からの反射波を受
信して受信信号を生成する。この超音波診断装置は、この受信信号に基づいて被検体内の
画像を生成する。記憶部は、圧電素子の脱分極の程度に伴い変化する物理量の閾値をあら
かじめ記憶する。検出部は、超音波プローブにおけるこの物理量を検出する。出力部は、
この物理量の検出結果と、記憶部に記憶された閾値との比較結果に基づいて所定の情報を
出力する。
【００１０】
　実施形態に係る超音波プローブは、圧電素子を含み、超音波の送受信が可能である。更
に、この超音波プローブは、圧電素子の脱分極の程度に伴い変化する物理量を検出可能な
検出部を備える。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】第１の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図２】第１の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図３】第１の実施形態に係る超音波診断装置の動作の一例を示すフローチャートである
。
【図４】第２の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図５】第２の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示す回路図である。
【図６】第２の実施形態に係る超音波診断装置の動作の一例を示すフローチャートである
。
【図７】第３の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図８】第３の実施形態に係る超音波診断装置の動作の一例を示すフローチャートである
。
【図９】第４の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図１０】第４の実施形態に係る超音波診断装置の動作の一例を示すフローチャートであ
る。
【図１１】第５の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図１２】第５の実施形態に係る超音波診断装置の動作の一例を示すフローチャートであ
る。
【図１３】第６の実施形態に係る超音波診断装置の構成の一例を示すブロック図である。
【図１４】第６の実施形態に係る超音波診断装置の動作の一例を示すフローチャートであ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
〈第１の実施形態〉
　第１の実施形態に係る超音波診断装置について説明する。
【００１３】
［構成］
　この実施形態に係る超音波診断装置の構成について、図１及び図２を参照して説明する
。図１は、この超音波診断装置の全体構成の一例を表す。図２は、この超音波診断装置の
制御系の構成の一例を表す。
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【００１４】
　図１に示すように、この実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブ１と、送信
部２と、受信部３と、信号処理部４と、画像生成部５と、表示制御部６と、表示部７と、
制御部８と、入力部９と、記憶部１０と、検出部１１とを有する。また、図２に示すよう
に、制御部８は、検出制御部８１と、判定部８２と、出力制御部８３とを有する。更に、
検出部１１は、スイッチ１１１と、増幅回路１１２と、演算回路１１３とを有する。
【００１５】
（超音波プローブ１）
　超音波プローブ１には、複数の超音波振動子が走査方向に１列に配置された１次元アレ
イプローブ、又は、複数の超音波振動子が２次元的に配置された２次元アレイプローブが
用いられる。また、走査方向に１列に配置された複数の超音波振動子を、走査方向に直交
する揺動方向に揺動させる機械式１次元アレイプローブを用いてもよい。超音波プローブ
１は被検体に超音波を送信し、被検体からの反射波をエコー信号として受信して電気信号
（受信信号）を出力する。
【００１６】
　各超音波振動子は、圧電素子と電極対とを含んで構成される。電極対は、圧電素子を挟
んで配置される。
【００１７】
（送信部２）
　送信部２は、超音波プローブ１に電気信号を供給して所定の焦点にビームフォームした
（つまり送信ビームフォームした）超音波を送信させる。
【００１８】
（受信部３）
　受信部３は、超音波プローブ１から出力された受信信号を受信する。受信部３は、この
信号に対して遅延処理を行うことにより、アナログの受信信号を整相された（つまり受信
ビームフォームされた）デジタルのデータに変換する。
【００１９】
　受信部３は、例えば図示しないプリアンプ回路と、Ａ／Ｄ変換器と、受信遅延回路と、
加算器とを有する。プリアンプ回路は、超音波プローブ１の各超音波振動子から出力され
る受信信号を受信チャンネルごとに増幅する。Ａ／Ｄ変換器は、増幅された受信信号をデ
ジタル信号に変換する。受信遅延回路は、デジタル信号に変換された受信信号に、受信指
向性を決定するために必要な遅延時間を与える。加算器は、遅延時間が与えられた受信信
号を加算する。その加算によって、受信指向性に応じた方向からの反射成分が強調される
。受信部３から出力される受信信号は、信号処理部４に出力される。
【００２０】
（信号処理部４）
　信号処理部４は、受信信号に対して各種の信号処理を施す。信号処理の例としてはゲイ
ン処理などがある。信号処理部４はＢモード処理部を有する。Ｂモード処理部は受信信号
を受信部３から受けて、受信信号の振幅情報の映像化を行う。具体的には、Ｂモード処理
部は、受信信号に対してバンドパスフィルタ処理を行い、その後、出力信号の包絡線を検
波し、検波されたデータに対して対数変換による圧縮処理を施す。
【００２１】
　信号処理部４はＣＦＭ（Ｃｏｌｏｒ　Ｆｌｏｗ　Ｍａｐｐｉｎｇ）処理部を有していて
もよい。ＣＦＭ処理部は血流情報の映像化を行う。血流情報には、速度、分布、又はパワ
ーなどの情報があり、血流情報は２値化情報として得られる。
【００２２】
　信号処理部４はドプラ処理部を有していてもよい。ドプラ処理部は受信信号を位相検波
することによりドプラ偏移周波数成分を取り出し、ＦＦＴ処理を施すことにより血流速度
を表すドプラ周波数分布を生成する。
【００２３】
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　信号処理部４は、信号処理が施された受信信号（超音波ラスタデータ）を画像生成部５
に出力する。
【００２４】
（画像生成部５）
　画像生成部５は、信号処理部４から出力された信号処理後の受信信号（超音波ラスタデ
ータ）に基づいて超音波画像データを生成する。画像生成部５は、例えばＤＳＣ（Ｄｉｇ
ｉｔａｌ　Ｓｃａｎ　Ｃｏｎｖｅｒｔｅｒ：デジタルスキャンコンバータ）を有する。画
像生成部５は、走査線の信号列で表される信号処理後の受信信号を、直交座標系で表され
る画像データに変換する（スキャンコンバージョン処理）。例えば、画像生成部５は、Ｂ
モード処理部によって信号処理が施された受信信号にスキャンコンバージョン処理を施す
ことにより、被検体の組織の形態を表すＢモード画像データを生成する。画像生成部５は
、超音波画像データを表示制御部６に出力する。
【００２５】
（表示制御部６）
　表示制御部６は、超音波画像データを画像生成部５から受けて、超音波画像データに基
づく超音波画像を表示部７に表示させる。
【００２６】
（表示部７）
　表示部７は、ＣＲＴや液晶ディスプレイなどのモニタで構成されている。表示部７は、
超音波画像を表示する。
【００２７】
（制御部８）
　制御部８は、超音波診断装置の各部の動作を制御する。例えば、制御部８は、送信部２
及び受信部３による超音波の送受信を制御する。また、制御部８は、記憶部１０に記憶さ
れた情報を読み出したり、記憶部１０に情報を記憶させたりする。また、制御部８は、入
力部９から入力される信号や情報に基づいて、更には所定のコンピュータプログラムに基
づいて、各部の動作を制御する。
【００２８】
　検出制御部８１は、検出部１１を制御して後述の検出動作を実行させる。特に、検出制
御部８１は、検出部１１のスイッチ１１１の開閉を切り換える。判定部８２は、検出部１
１による検出結果と所定の閾値との大小関係を判定する。判定部８２の動作については後
述する。出力制御部８３は、判定部８２による判定結果に基づいて、所定の情報を表示部
７に表示させる。出力制御部８３の動作については後述する。なお、表示される情報は、
たとえば記憶部１０にあらかじめ記憶されている。
【００２９】
（入力部９）
　入力部９は、ユーザによる操作を受けて、この操作内容に応じた信号や情報を制御部８
に入力する。また、入力部９は、ネットワークやメディアを介して信号や情報の入力を受
ける機能を有していてもよい。
【００３０】
（記憶部１０）
　記憶部１０は、各種の情報やデータを記憶する。特に、記憶部１０は、超音波プローブ
１の圧電素子の脱分極の程度に伴い変化する物理量について、その閾値をあらかじめ記憶
している。この物理量の例としては、超音波プローブ１から出力される受信信号の電圧値
や電流値、超音波プローブ１の動作時における電極対の温度などがある。閾値として記憶
される情報は、当該物理量のひとつの値であってもよいし、当該物理量の或る範囲を示す
ものであってもよい。
【００３１】
　受信信号の電圧値や電流値について説明する。同じ条件下での超音波の送受信において
得られる受信信号の電圧値や電流値は、圧電素子の脱分極の進行に伴って小さくなる。同
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じ条件下での超音波の送受信としては、たとえば、所定の媒質（水、空気等）に対する超
音波の送受信などがある。
【００３２】
　電極対の温度について説明する。超音波プローブ１を動作させると、圧電素子及びこれ
に隣接する電極対の温度は徐々に高くなっていき、或る温度（定常温度）で実質的に一定
になる。この定常温度は、圧電素子の脱分極の進行に伴って高くなる。すなわち、圧電素
子は、経時変化等により、そのＱｍ値（機械的品質係数）が悪化し、共振振動をした際の
振動エネルギーの損失分が熱エネルギーに変換されやすくなり、結果として圧電素子（及
び電極対）の定常温度が上昇する。
【００３３】
　物理量の閾値は事前に設定される。その設定方法の一例を説明する。まず、未使用状態
における超音波プローブ１について、その圧電素子の脱分極の程度に伴い変化する物理量
を検出する。未使用状態とは、超音波プローブ１を未だ診断に使用していない状態をいう
。ただし、圧電素子の脱分極の経時変化を鑑みて、その進行が無視できる程度の状態、つ
まり使用開始からそれほど時間が経っていない状態も実質的に未使用状態とみなすことが
できる。未使用状態での物理量の検出は、たとえば超音波プローブ１の製造時、出荷前の
動作確認時、製品納入時、又は最初の診断時などに実施される。この物理量の検出は、検
出部１１を用いて行ってもよいし、検出部１１と同等の機能を有する検出デバイスを用い
て行ってもよい。
【００３４】
　未使用状態での検出で得られた物理量（初期物理量と呼ぶことがある）は、脱分極が実
質的に発生していない状態の圧電素子に関するものである。閾値は、この初期物理量に基
づいて設定される。物理量が電圧値や電流値である場合、初期物理量の所定割合（たとえ
ば数十％程度）の値を閾値に設定することができる。また、物理量が温度である場合、初
期物理量の所定倍（たとえば数倍程度）の値を閾値に設定することができる。この所定割
合や所定倍の値は、たとえば、超音波プローブ１の圧電素子と同じ材質及びサイズの圧電
素子を別途作成し、この圧電素子における物理量の経時変化を実験することによって設定
される。なお、閾値の算出処理は、当該超音波診断装置自身（たとえば制御部８）で行っ
てもよいし、他の装置（コンピュータ等）で行ってもよい。また、圧電素子の材質等に基
づいて理論的に閾値を算出するようにしてもよい。
【００３５】
　なお、この実施形態では受信信号の電圧値や電流値を考慮する場合について説明する。
電極対の温度を考慮する場合については第２の実施形態で説明する。
【００３６】
（検出部１１）
　検出部１１は、超音波プローブ１における上記の物理量を検出する。この実施形態の検
出部１１は、超音波プローブ１が出力する受信信号の電圧値又は電流値を検出する。
【００３７】
　スイッチ１１１は、検出制御部８１の制御を受けて、超音波プローブ１と後段の検出回
路（増幅回路１１２、演算回路１１３）との間の信号の導通を開閉する。スイッチ１１１
が閉じられると、超音波プローブ１からの受信信号が増幅回路１１２に入力される。増幅
回路１１２は、超音波プローブ１からの受信信号を増幅する。この増幅された受信信号は
、演算回路１１３に入力される。演算回路１１３は、この増幅された受信信号の電圧値又
は電流値を求める。なお、スイッチ１１１、増幅回路１１２及び演算回路１１３としては
、既知のものを適宜使用することができる。
【００３８】
［動作］
　この実施形態に係る超音波診断装置の動作について、図３を参照しつつ説明する。なお
、記憶部１０には、前述の閾値があらかじめ記憶されている。以下、受信信号の電圧値を
検出する場合について説明するが、電流値を検出する場合も同様の動作が実施される。
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【００３９】
（Ｓ０１：受信信号の電圧値の検出）
　検出制御部８１は、所定のタイミングでスイッチ１１１を閉じる。この状態で超音波プ
ローブ１を駆動させると、超音波プローブ１からの受信信号が増幅回路１１２に入力され
る。増幅回路１１２は、この受信信号を増幅して後段の演算回路１１３に送る。演算回路
１１３は、この増幅された受信信号の電圧値を求める。得られた電圧値の情報は、判定部
８２に入力される。
【００４０】
　なお、スイッチ１１１を閉じるタイミング、つまり上記検出処理を行うタイミングは任
意である。一例として、ユーザが入力部９を操作して検出処理の実行を指示してもよい。
また、あらかじめ設定されたタイミングで自動的に検出処理を実行するようにしてもよい
（その具体例については別の実施例で後述する）。
【００４１】
（Ｓ０２：電圧値と閾値との比較）
　判定部８２は、検出部１１から入力された電圧値と、記憶部１０にあらかじめ記憶され
た閾値とを比較する。より具体的には、判定部８２は、検出された電圧値が閾値以下であ
るか判定する。判定部８２は、その判定結果を出力制御部８３に送る。
【００４２】
（Ｓ０３：警告メッセージの表示）
　「電圧値が閾値以下である」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ０２：
ＹＥＳ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメッ
セージ情報は、圧電素子の劣化による超音波プローブ１の性能低下をユーザに報知するた
めの警告メッセージである。この警告メッセージの例としては、「プローブを交換してく
ださい」、「メンテナンスサービスに連絡してください」などが考えられる。この場合の
動作は以上で終了となる。
【００４３】
（Ｓ０４：異常ない旨の表示）
　「電圧値が閾値を超える」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ０２：Ｎ
Ｏ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメッセー
ジ情報は、圧電素子の劣化が特に進んでおらず、超音波プローブ１が正常に機能する旨を
ユーザに報知するためのメッセージである。このメッセージの例としては、「プローブは
正常です」などが考えられる。この場合の動作は以上で終了となる。
【００４４】
［効果］
　この実施形態に係る超音波診断装置の効果を説明する。
【００４５】
　この実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブ１から出力される受信信号の電
圧値（又は電流値）を検出し、その検出された電圧値と閾値との比較結果に基づいてメッ
セージを表示するものである。特に、電圧値が閾値以下である場合には、警告メッセージ
が表示される。このような実施形態によれば、超音波プローブ１の交換やメンテナンスが
必要なタイミングが到来したことを報知できるので、ユーザは、超音波プローブ１の圧電
素子の分極特性の劣化に対して好適なタイミングで対処することができる。
【００４６】
　また、未だ異常が発生していない場合には、その旨を示すメッセージを表示される。そ
れにより、ユーザは、圧電素子の分極特性の劣化に伴う異常が超音波プローブ１に発生し
てない旨を把握することができる。
【００４７】
［変形例］
　上記の動作例では、超音波プローブ１が正常に機能するか否かを報知しているが、報知
される情報はこれには限定されない。たとえば、検出された電圧値（又は電流値）と閾値
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との差に基づく情報を報知することができる。このような情報の例として圧電素子の劣化
度合いを示す情報がある。
【００４８】
　この変形例を適用する場合、記憶部１０には、閾値とともに、電圧値と閾値との差と、
圧電素子の劣化度合とを関連付ける情報（劣化度合情報と呼ぶ）があらかじめ記憶される
。この劣化度合情報は、たとえば、横軸に当該差の値を取り、縦軸に劣化度合（性能の低
下度合等）を取ったグラフである。また、劣化度合情報は、当該差の複数の範囲のそれぞ
れに対して劣化度合を対応付けたテーブル情報であってもよい。
【００４９】
　判定部８２は、まず、検出された電圧値と閾値との差を算出する。次に、判定部８２は
、劣化度合情報を参照し、算出された差に対応する劣化度合を特定する。出力制御部８３
は、特定された劣化度合に対応するメッセージを表示部７に表示させる。表示されるメッ
セージとしては、劣化度合を示すメッセージや、交換等までの推定時間を示すメッセージ
などが考えられる。この変形例は、以下の実施形態に対しても適用することが可能である
。
【００５０】
〈第２の実施形態〉
　第２の実施形態に係る超音波診断装置について説明する。この実施形態では、圧電素子
の脱分極の程度に伴い変化する物理量として、超音波プローブの電極対の温度を考慮する
場合について説明する。
【００５１】
［構成］
　この実施形態に係る超音波診断装置の構成について図４及び図５を参照して説明する。
図４は、この超音波診断装置の制御系の構成の一例を表す。図５は、検出部１１の具体例
の一例を表す。
【００５２】
　図４に示すように、この実施形態に係る超音波診断装置は、検出部１１を除いて第１の
実施形態とほぼ同様の構成を有する。以下、第１の実施形態との相違部分に特に注目して
説明を行う。検出部１１には温度センサ１１４が設けられている。
【００５３】
　図５に示すように、超音波プローブ１の各超音波振動子は、圧電素子１ａと、これを挟
んで配置された電極対１ｂ、１ｃとを含んで構成される。検出部１１は、電極対１ｂ、１
ｃの温度を検出する。なお、圧電素子１ａと電極対１ｂ、１ｃとは接しているので、電極
対１ｂ、１ｃは、熱源である圧電素子１ａとほぼ同じ温度となる。
【００５４】
　温度センサ１１４としては、図５に概略的に示した構成で配置されたサーミスタ１１５
を用いることができる。なお、温度センサ１１４の構成はこれに限定されるものではない
。たとえば、ダイオードの順電圧が温度に対して線形に変化する特性を利用して、ダイオ
ードや、バイポーラトランジスタのベース－エミッタ間を温度センサ１１４として用いる
ことが可能である。
【００５５】
　制御部８の検出制御部８１は、温度センサ１１４の動作を制御する。なお、検出制御部
８１は、温度センサ１１４の動作自体を実行／停止させるものであってもよいし、温度セ
ンサ１１４から制御部８１への信号の入力をオン／オフするものであってもよい。
【００５６】
　判定部８２には、温度センサ１１４による温度の検出結果が入力される。判定部８２は
、温度センサ１１４により検出された温度が閾値以上であるか判定する。この閾値は、電
極対の温度の閾値であり、第１の実施形態と同様にあらかじめ記憶部１０に記憶される。
【００５７】
　出力制御部８３は、判定部８２による判定結果に基づいて、所定の情報を表示部７に表
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示させる。出力制御部８３の動作については後述する。
【００５８】
［動作］
　この実施形態に係る超音波診断装置の動作について、図６を参照しつつ説明する。なお
、記憶部１０には、電極対の温度の閾値があらかじめ記憶されている。
【００５９】
（Ｓ１１：電極対の温度の検出）
　温度センサ１１４を動作させつつ（つまり温度を監視しつつ）超音波プローブ１を使用
する。温度センサ１１４により温度の検出は、少なくとも、検出される温度の経時変化が
実質的に無くなるまで継続される。その間に得られる温度の情報は、逐次、判定部８２に
入力される。
【００６０】
（Ｓ１２：定常温度と閾値との比較）
　判定部８２は、検出部１１から入力された定常温度の値と、記憶部１０にあらかじめ記
憶された閾値とを比較する。より具体的には、判定部８２は、検出された定常温度が閾値
以上であるか判定する。判定部８２は、その判定結果を出力制御部８３に送る。
【００６１】
（Ｓ１３：警告メッセージの表示）
　「定常温度が閾値以上である」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ１２
：ＹＥＳ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメ
ッセージ情報は、第１の実施形態と同様の警告メッセージである。
【００６２】
（Ｓ１４：異常ない旨の表示）
　「定常温度が閾値未満である」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ１２
：ＮＯ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメッ
セージ情報は、第１の実施形態と同様の、超音波プローブ１が正常に機能する旨をユーザ
に報知するためのメッセージである。
【００６３】
［効果］
　この実施形態に係る超音波診断装置の効果を説明する。
【００６４】
　この実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブ１の電極対の温度を検出し、そ
の検出された温度と閾値との比較結果に基づいてメッセージを表示するものである。特に
、温度が閾値以上である場合には、警告メッセージが表示される。このような実施形態に
よれば、超音波プローブ１の交換やメンテナンスが必要なタイミングが到来したことを報
知できるので、ユーザは、超音波プローブ１の圧電素子の分極特性の劣化に対して好適な
タイミングで対処することができる。
【００６５】
　また、未だ異常が発生していない場合には、その旨を示すメッセージが表示される。そ
れにより、ユーザは、圧電素子の分極特性の劣化に伴う異常が超音波プローブ１に発生し
てない旨を把握することができる。
【００６６】
［変形例］
　上記の動作例では、電極対の温度が実質的に一定になったときの温度（定常温度）を検
出して、圧電素子の分極特性の劣化の程度を判断している。これに対し、電極対の温度の
上昇速度を検出して、これを判断基準とすることも可能である。そのための構成の例とし
て、温度センサ１１４は、定期的に（たとえば１秒おきに）電極対の温度を検出する。そ
の検出結果は逐次に判定部８２に入力される。判定部８２は、横軸に時間を取り、縦軸に
温度を取った座標系に対し、逐次に入力される温度をプロットする。所定時間に亘ってこ
の処理を継続した後、判定部８２は、温度のプロット結果、つまり温度の経時変化から、
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電極対の温度の上昇速度を算出する。そして、判定部８２は、この算出結果と閾値（当該
上昇温度について事前に設定されたもの）とを比較する。出力制御部８３は、その比較結
果に基づいて所定の情報を出力する。
【００６７】
　これに類似の変形例として、電極対の温度の検出結果が、第１の温度から第２の温度（
＞第１の温度）まで上昇するまでの時間を判断基準としてもよい。
【００６８】
〈第３の実施形態〉
　第３の実施形態に係る超音波診断装置について説明する。この実施形態では、圧電素子
の脱分極の程度に伴い変化する物理量の検出結果に応じて、当該超音波診断装置以外の装
置（外部装置）に対して所定の情報を出力する場合について説明する。この実施形態の適
用例として、超音波診断装置の状態を遠隔監視する、いわゆるリモートメンテナンスがあ
る。以下、リモートメンテナンスに適用した場合について説明するが、たとえば当該医療
機関における管理用のサーバなど、任意の外部装置に対して情報を出力するケースに適用
することも可能である。
【００６９】
［構成］
　この実施形態に係る超音波診断装置の構成について図７を参照しつつ説明する。図７に
示す構成は、図２に示した第１の実施形態とほぼ同様のものである（記憶部１０の図示は
省略した）。以下、第１の実施形態との相違部分に特に注目して説明を行う。なお、第１
の実施形態以外の実施形態に対しても、この実施形態の構成を適用することが可能である
。
【００７０】
　制御部８には送信部８４が設けられている。送信部８４は、ネットワーク１００を通じ
て情報を送信可能に構成されている。ネットワーク１００は、たとえばインターネット、
ＬＡＮ、専用回線などを含んでいる。送信部８４は、ネットワーク１００の規格に準拠し
た、たとえばモデムやＬＡＮカード等の通信デバイスである。なお、送信される情報や、
メンテナンス２００のアドレスは、たとえば記憶部１０にあらかじめ記憶されている。
【００７１】
　メンテナンスサーバ２００は、ネットワーク１００に接続されている。メンテナンスサ
ーバ２００は、たとえばリモートメンテナンスサービスを提供する企業内に設置されてい
る。メンテナンスサーバ２００は、サービス提供先の医療機関に設置された各種医療装置
の状態を定期的に又は不定期的に取得してデータベース化することで、各医療装置の状態
を監視する。
【００７２】
［動作］
　この実施形態に係る超音波診断装置の動作について、図８を参照しつつ説明する。
【００７３】
（Ｓ２１：受信信号の電圧値の検出）
　検出制御部８１は、第１の実施形態と同様に、検出部１１を制御して、超音波プローブ
１から出力される受信信号の電圧値を求めさせる。得られた電圧値の情報は、判定部８２
に入力される。
【００７４】
（Ｓ２２：電圧値と閾値との比較）
　判定部８２は、検出部１１から入力された電圧値が、記憶部１０にあらかじめ記憶され
た閾値以下であるか判定する。判定部８２は、その判定結果を出力制御部８３に送る。
【００７５】
（Ｓ２３：異常を示す通信情報の送信）
　「電圧値が閾値以下である」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ２２：
ＹＥＳ）、出力制御部８３は、送信部８４を制御することで、所定の通信情報をネットワ
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ーク１００を通じてメンテナンスサーバ２００に向けて送信させる。このときに送信され
る通信情報は、圧電素子の劣化による超音波プローブ１の性能低下（つまり異常）を示す
ものである。また、通信情報には、当該超音波診断装置の識別情報や医療機関の識別情報
などが含まれている。この場合における当該超音波診断装置の動作は以上で終了となる。
【００７６】
　なお、通信情報を受信したメンテナンスサーバ２００は、通信情報の内容を受信日時と
ともに記憶する。更に、メンテナンスサーバ２００は、当該超音波診断装置に異常が発生
した旨を報知する。
【００７７】
（Ｓ２４：異常ない旨の通信情報の送信）
　「電圧値が閾値を超える」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ２２：Ｎ
Ｏ）、出力制御部８３は、送信部８４を制御することで、所定の通信情報をネットワーク
１００を通じてメンテナンスサーバ２００に向けて送信させる。このときに送信される通
信情報は、圧電素子の劣化が特に進んでおらず、超音波プローブ１が正常に機能する旨を
示すものである。なお、当該通信情報を送信する代わりに、特に何の処理も実行しないよ
うに構成したり、同じ主旨のメッセージ情報を表示部７に表示させるように構成したりで
きる。
【００７８】
［効果］
　この実施形態に係る超音波診断装置の効果を説明する。
【００７９】
　この実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブ１から出力される受信信号の電
圧値を検出し、その検出された電圧値と閾値との比較結果に基づいて通信情報を送信する
。通信情報の送信先は外部装置である。このような実施形態によれば、超音波プローブ１
の交換やメンテナンスが必要なタイミングが到来したことを、外部装置側において認識す
ることが可能である。したがって、超音波プローブ１の圧電素子の分極特性の劣化に対し
て好適なタイミングで対処することができる。
【００８０】
〈第４の実施形態〉
　第４の実施形態に係る超音波診断装置について説明する。この実施形態では、圧電素子
の脱分極が進行してしまっていることに対応して、圧電素子の再分極化処理を実行する場
合について説明する。
【００８１】
［構成］
　この実施形態に係る超音波診断装置の構成について図９を参照しつつ説明する。図９に
示す構成は、図２に示した第１の実施形態とほぼ同様のものである（記憶部１０の図示は
省略した）。以下、第１の実施形態との相違部分に特に注目して説明を行う。なお、第１
の実施形態以外の実施形態に対しても、この実施形態の構成を適用することが可能である
。
【００８２】
　この実施形態に係る超音波診断装置は、高電圧印加部１２を有する。高電圧印加部１２
は、脱分極化してしまった超音波プローブ１の圧電素子を再分極化するための高電圧を電
極対に印加する。
【００８３】
［動作］
　この実施形態に係る超音波診断装置の動作について、図１０を参照しつつ説明する。
【００８４】
（Ｓ３１：受信信号の電圧値の検出）
　検出制御部８１は、第１の実施形態と同様に、検出部１１を制御して、超音波プローブ
１から出力される受信信号の電圧値を求めさせる。得られた電圧値の情報は、判定部８２
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に入力される。
【００８５】
（Ｓ３２：電圧値と閾値との比較）
　判定部８２は、検出部１１から入力された電圧値が、記憶部１０にあらかじめ記憶され
た閾値以下であるか判定する。判定部８２は、その判定結果を出力制御部８３に送る。
【００８６】
（Ｓ３３：再分極化）
　「電圧値が閾値以下である」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ３２：
ＹＥＳ）、出力制御部８３は、高電圧印加部１２を制御して、超音波プローブ１の電極対
に対して高電圧を印加し、圧電素子の再分極化を実行する。
【００８７】
（Ｓ３４：異常ない旨の表示）
　「電圧値が閾値を超える」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ３２：Ｎ
Ｏ）、出力制御部８３は、第１の実施形態と同様に、異常がない旨のメッセージ情報を表
示部７に表示させる。
【００８８】
［効果］
　この実施形態に係る超音波診断装置の効果を説明する。
【００８９】
　この実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブ１から出力される受信信号の電
圧値を検出し、その検出された電圧値と閾値との比較結果に基づいて、圧電素子の再分極
化処理を実行する。このような実施形態によれば、圧電素子の脱分極が進行して超音波プ
ローブ１の性能が劣化したことに対応し、この不都合を解消するための脱分極化処理を実
行できる。したがって、超音波プローブ１の圧電素子の分極特性の劣化に対して好適なタ
イミングで対処することができる。
【００９０】
〈第５の実施形態〉
　この実施形態に係る超音波診断装置の構成について図１１を参照しつつ説明する。図１
１に示す構成は、図２に示した第１の実施形態とほぼ同様のものである。以下、第１の実
施形態との相違部分に特に注目して説明を行う。なお、第１の実施形態以外の実施形態に
対しても、この実施形態の構成を適用することが可能である。
【００９１】
　この実施形態に係る超音波診断装置の制御部８には、記録部８５が設けられている。記
録部８５は、超音波プローブ１の累積使用時間を記録する。累積使用時間とは、超音波プ
ローブ１の初回の使用時から現在までの各回の使用時における使用時間を加算した値であ
る。記録部８５は、たとえば、各回の使用時において、超音波プローブ１に超音波を送信
させるために制御部８が送信部２を制御している時間を計時することで今回の使用時間を
求め、この今回の使用時間を前回までの累積使用時間に加算する。それにより、今回の使
用時までの累積使用時間が算出される。また、初回使用時からの暦上の期間をもって累積
使用時間としてもよい。累積使用時間の情報は、検出制御部８１に送られる。
【００９２】
　検出部１１による検出タイミングは、１つだけ又は２つ以上設定することが可能である
。検出タイミングは、たとえば３ヶ月や６ヶ月に設定される。複数の検出タイミングを設
定する場合、累積使用時間の進行とともに、その間隔を短くしていくことが可能である。
たとえば、圧電素子の予想寿命が１年である場合に、検出タイミングとして、３ヶ月、６
ヶ月、８ヶ月、１０ヶ月及び１１ヶ月を設定することが可能である。また、複数の検出タ
イミングを設定する場合、検出部１１による物理量の検出結果に応じて将来の検出タイミ
ングを変更するようにしてもよい。たとえば、前述のように圧電素子の分極特性の劣化の
度合を検出する場合、劣化が進んでいる場合には次回の検出タイミングの時期を早めるよ
うに構成することができる。また、超音波プローブ１の使用モードや、送受信される超音
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波のパラメータなどに応じて検出タイミングを変更することも可能である。たとえばＣＷ
モードが多用されている場合や、あらかじめ設定された閾値以上の送信パワーでの超音波
送信が多用されている場合、あるいは、あらかじめ設定された閾値より深い深度にフォー
カスを設定しての超音波送信が多用されている場合には、次回の検出タイミングを早める
ように構成することができる。
【００９３】
　検出制御部８１は、記録部８５から入力された累積使用時間を、検出タイミングとして
の所定時間と比較する。この所定時間は、たとえば、超音波プローブ１の性能の劣化が始
まると予想される累積使用時間である。この所定時間は、たとえば事前の実験や理論的な
演算により求められて記憶部１０に記憶される。検出制御部８１は、記録部８５から入力
された累積使用時間が所定時間以上であるときに、スイッチ１１１を閉じる。それにより
、検出部１１による検出動作が開始される。なお、複数の検出タイミングが設定されてい
る場合、検出制御部８１は、各検出タイミングにおいて同様の処理を実行する。
【００９４】
［動作］
　この実施形態に係る超音波診断装置の動作について、図１２を参照しつつ説明する。
【００９５】
（Ｓ４１：累積使用時間の算出）
　記録部８５は、所定のタイミングで累積使用時間を算出する。その算出タイミングとし
ては、たとえば、超音波プローブ１の使用が終了したときや、ユーザが入力部９を操作し
て指示したときなどがある。また、超音波プローブ１が使用されている間、累積使用時間
を更新し続けるようにしてもよい。
【００９６】
（Ｓ４２：累積使用時間と所定時間との比較）
　検出制御部８１は、記録部８５から入力された累積使用時間と所定時間とを比較する。
より具体的には、検出制御部８１は、入力された累積使用時間が所定時間以上であるか判
定する。累積使用時間が所定時間未満である場合（Ｓ４２：ＮＯ）、処理は終了となる。
【００９７】
（Ｓ４３：受信信号の電圧値の検出）
　累積使用時間が所定時間（つまり上記検出タイミング）以上であると判定された場合、
（Ｓ４２：ＹＥＳ）、検出制御部８１は、第１の実施形態と同様に、検出部１１を制御し
て、超音波プローブ１から出力される受信信号の電圧値を求めさせる。得られた電圧値の
情報は、判定部８２に入力される。
【００９８】
（Ｓ４４：電圧値と閾値との比較）
　判定部８２は、検出部１１から入力された電圧値が、記憶部１０にあらかじめ記憶され
た閾値以下であるか判定する。判定部８２は、その判定結果を出力制御部８３に送る。
【００９９】
（Ｓ４５：警告メッセージの表示）
　「電圧値が閾値以下である」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ４４：
ＹＥＳ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメッ
セージ情報は、第１の実施形態と同様の警告メッセージである。
【０１００】
（Ｓ４６：異常ない旨の表示）
　「電圧値が閾値を超える」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ４４：Ｎ
Ｏ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメッセー
ジ情報は、第１の実施形態と同様の、超音波プローブ１が正常に機能する旨をユーザに報
知するためのメッセージである。
【０１０１】
［効果］



(15) JP 2012-139460 A 2012.7.26

10

20

30

40

50

　この実施形態に係る超音波診断装置の効果を説明する。
【０１０２】
　この実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブ１の累積使用時間が所定の検出
タイミングに達したことに対応して検出部１１による物理量の検出を実行するものである
。このような実施形態によれば、超音波プローブ１の累積使用時間に基づいて好適なタイ
ミングで超音波プローブ１の圧電素子の劣化状態を検査することができる。したがって、
超音波プローブ１の圧電素子の分極特性の劣化に対して好適なタイミングで対処すること
が可能である。
【０１０３】
〈第６の実施形態〉
　この実施形態に係る超音波診断装置の構成について図１３を参照しつつ説明する。図１
３に示す構成は、図２に示した第１の実施形態とほぼ同様のものである（記憶部１０の図
示は省略した）。以下、第１の実施形態との相違部分に特に注目して説明を行う。なお、
第１の実施形態以外の実施形態に対しても、この実施形態の構成を適用することが可能で
ある。
【０１０４】
　この実施形態に係る超音波診断装置の制御部８には、受付部８６及び検出履歴記録部８
７が設けられている。受付部８６は、使用されている超音波プローブ１の識別情報を受け
付ける。この識別情報は、超音波プローブごとに事前に割り当てられて、超音波プローブ
内部の記憶部にあらかじめ記憶されている。この実施形態に係る超音波診断装置の本体の
コネクタに超音波プローブ１のコネクタを接続すると、超音波プローブ１に記憶された識
別情報が読み出されて受付部８６に入力される。このような識別情報に関する機能は既知
である。なお、この実施形態に係る超音波診断装置は、当該機能を有していなくてもよい
。その場合、受付部８６は不要である。
【０１０５】
　検出履歴記録部８７は、検出部１１により物理量の検出がなされる度に、当該検出が行
われたタイミングを示すタイミング情報と、当該検出結果とを対応付けて記録する。また
、受付部８６が設けられている場合、受付部８６から超音波プローブ１の識別情報が検出
履歴記録部８７に入力される。この場合、検出履歴記録部８７は、超音波プローブの識別
情報ごとにタイミング情報及び検出結果を記録する。つまり、検出履歴記録部８７は、超
音波プローブの識別情報ごとに、タイミング情報と検出結果を含むログを管理している。
【０１０６】
　なお、タイミング情報とは、たとえば、物理量の検出がなされた日時を示す情報である
。また、検出結果には、検出部１１による物理量の検出値に基づく任意の情報が含まれる
。たとえば、検出結果は、検出値のみを含んでいてもよいし、検出値に加えて判定部８２
による判定結果を含んでいてもよいし、判定部８２による判定結果のみを含んでいてもよ
い。
【０１０７】
［動作］
　この実施形態に係る超音波診断装置の動作について、図１４を参照しつつ説明する。
【０１０８】
（Ｓ５１：プローブの識別情報の受け付け）
　超音波プローブ１が装置本体に接続されると、受付部８６は、超音波プローブ１の識別
情報を受け付ける。
【０１０９】
（Ｓ５２：受信信号の電圧値の検出）
　検出制御部８１は、第１の実施形態と同様に、検出部１１を制御して、超音波プローブ
１から出力される受信信号の電圧値を求めさせる。得られた電圧値の情報は、判定部８２
に入力される。
【０１１０】
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（Ｓ５３：電圧値と閾値との比較）
　判定部８２は、検出部１１から入力された電圧値が、記憶部１０にあらかじめ記憶され
た閾値以下であるか判定する。判定部８２は、その判定結果を出力制御部８３に送る。
【０１１１】
（Ｓ５４：警告メッセージの表示）
　「電圧値が閾値以下である」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ５３：
ＹＥＳ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメッ
セージ情報は、第１の実施形態と同様の警告メッセージである。
【０１１２】
（Ｓ５５：異常ない旨の表示）
　「電圧値が閾値を超える」との判定結果が判定部８２から入力された場合（Ｓ５３：Ｎ
Ｏ）、出力制御部８３は、所定のメッセージ情報を表示部７に表示させる。このメッセー
ジ情報は、第１の実施形態と同様の、超音波プローブ１が正常に機能する旨をユーザに報
知するためのメッセージである。
【０１１３】
（Ｓ５６：検出履歴の記録）
　検出履歴記録部８７は、受付部８６から超音波プローブ１の識別情報を取得し、この識
別情報に関連付けられて記録されている過去のログ（タイミング情報及び検査結果を含む
）に、今回の検出で得られたタイミング情報及び検出結果を追加する。なお、Ｓ５６の処
理のタイミングは、Ｓ５４やＳ５５の前であってもよいし、これらと同時であってもよい
【０１１４】
［効果］
　この実施形態に係る超音波診断装置の効果を説明する。
【０１１５】
　この実施形態に係る超音波診断装置は、検出部１１により物理量が検出される度に、当
該検出のタイミング情報と当該検出結果とを対応付けて記録するものである。このような
実施形態によれば、超音波プローブ１の圧電素子の分極特性の経時変化を把握することが
できる。したがって、超音波プローブ１の圧電素子の分極特性の劣化に対して好適なタイ
ミングで対処することが可能である。
【０１１６】
　また、この実施形態に係る超音波診断装置は、超音波プローブの識別情報を受け付けて
、この識別情報ごとにタイミング情報及び検出結果を記録することができる。このような
実施形態によれば、使用される超音波プローブそれぞれについて、その圧電素子の分極特
性の経時変化を把握できる。したがって、圧電素子の分極特性の劣化に対する対処を超音
波プローブごとに適切なタイミングで行うことが可能である。
【０１１７】
〈超音波プローブの実施形態〉
　第１の実施形態では、超音波プローブ１の外部に検出部１１が設けられている。これに
対し、超音波プローブの内部に検出部１１を設けることも可能である。たとえば、増幅回
路１１２や演算回路１１３を小型化することで、これらを超音波プローブの筐体内に収め
ることが可能である。また、第２の実施形態の検出部１１は、超音波プローブ１の内部に
設けられている。
【０１１８】
　このように検出部１１を超音波プローブ１に設けることで、超音波プローブ１内の圧電
素子の分極特性の劣化の度合を検出することが可能となる。したがって、圧電素子の分極
特性の劣化に対して好適なタイミングで対処することができる。
【０１１９】
（実施形態に共通の効果）
　以上に述べた少なくともひとつの実施形態の超音波診断装置及び超音波プローブによれ
ば、超音波プローブの圧電素子の脱分極の程度に伴い変化する物理量を検出し、この物理
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ることが可能である。それにより、圧電素子の分極特性の劣化に対して好適なタイミング
で対処することが可能となる。
【０１２０】
　また、以上で説明した実施形態や変形例を適宜に組み合わせた構成を適用することが可
能である。それにより、組み合わされた実施形態や変形例の効果を奏する超音波診断装置
や超音波プローブが得られる。
【０１２１】
　この発明のいくつかの実施形態を説明したが、これら実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら実施形態は、その他の様
々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の省略、
置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や要旨に
含まれると同様に、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれるもので
ある。
【符号の説明】
【０１２２】
　　１　超音波プローブ
　　２　送信部
　　３　受信部
　　４　信号処理部
　　５　画像生成部
　　６　表示制御部
　　７　表示部
　　８　制御部
　８１　検出制御部
　８２　判定部
　８３　出力制御部
　８４　送信部
　８５　記録部
　８６　受付部
　８７　検出履歴記録部
　　９　入力部
　１０　記憶部
　１１　検出部
１１１　スイッチ
１１２　増幅回路
１１３　演算回路
１１４　温度センサ
　１２　高電圧印加部
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